
番　号 16

１ 組織名等
（平成１９年１０月１日現在）

ｈｔｔｐ：//www.afc.go.jp/

役員の任免

予算・決算

役員の任免

予算・決算

根拠法規 農林漁業金融公庫法（昭和27年法律第355号）

調 査 票

特殊法人名 農林漁業金融公庫

HPアドレス

組織形態 公庫

所管府省 農林水産省、財務省

資本金

事業目的
農林漁業者、食品の製造、加工、流通業者に対する長期かつ低利の資金
で、一般の金融機関が融通を困難とするものの融通

3169億6700万円 政府出資比率 100%

なし

予算　国の予算の議決の例による（公庫の予算及び決算に関する法律第7
条）
決算　国の歳入歳出決算とともに国会に提出（公庫の予算及び決算に関す
る法律第２１条）

国会の
関与

総裁及び監事は，内閣の承認を得て主務大臣が任命
副総裁及び理事は，総裁が主務大臣の認可を受けて任命
（農林漁業金融公庫法第10条）

役員が政府又は地方公共団体の職員に至つたときは，主務大臣がその役
員を解任。
これ以外の特別な理由の場合，
　総裁及び監事は，内閣の承認を得て主務大臣が解任。
　副総裁及び理事は，主務大臣が解任又は総裁に解任を命ずることができ
る。総裁が解任する場合は、主務大臣の承認が必要。（農林漁業金融公庫
法第12条の２）

予算　主務大臣を経由して,財務大臣に提出（公庫の予算及び決算に関する
法律第３条）
決算　財務諸表、決算報告書を主務大臣を経由して財務大臣に提出（公庫
の予算及び決算に関する法律第18条、19条）

政府の
関与

今後の組織改編予定 平成20年10月1日、株式会社日本政策金融公庫に移行予定



２ 職員数等

非常勤

922人 0人

プロパー職員数 907人 0人

所管官庁からの出向者数 10人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

その他（自治体からの出向） 5人 0人

934人 0人

プロパー職員数 921人 0人

所管官庁からの出向者数 10人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

3人 0人

936人 0人

プロパー職員数 920人 0人

所管官庁からの出向者数 13人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

その他（自治体からの出向） 3人 0人

927人 0人

プロパー職員数 908人 0人

所管官庁からの出向者数 16人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

3人 0人

927人 0人

プロパー職員数 908人 0人

所管官庁からの出向者数 16人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

その他（自治体からの出向） 3人 0人

906人 0人

プロパー職員数 889人 0人

所管官庁からの出向者数 15人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

2人 0人

906人 0人

プロパー職員数 891人 0人

所管官庁からの出向者数 14人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

その他（自治体からの出向） 1人 0人

その他（自治体からの出向）

平成１９年４月１日現在 同上

平成１６年４月１日現在 同上

その他（自治体からの出向）

平成１８年４月１日現在

同上

その他（自治体からの出向）

平成１５年４月１日現在 同上

常　　　勤

平成１３年４月１日現在

同上

職員数（役員を除く）

農林漁業金融公庫

組　　　　　　織　　　　　名

平成１７年４月１日現在 同上

平成１４年４月１日現在



３ 役員数等

非常勤

8人 0人

8人 0人

8人 0人

8人 0人

8人 0人

8人 0人

8人 0人

４　役員給与総額及び個人別給与年額

５　役員氏名等

６　退職金支給総額等

平成１８年４月１日現在

平成１６年４月１日現在

役員数

常　勤

引き続き調査中

引き続き調査中

引き続き調査中

平成１７年４月１日現在

平成１４年４月１日現在

平成１５年４月１日現在

平成１３年４月１日現在

平成１９年４月１日現在



４ 役員給与総額及び個人別給与年額

平成１３年度　

平成１４年度　

平成１５年度　

平成１６年度　

平成１７年度　

平成１８年度　

平成１３年度

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

総裁

未公表のため記載せず

副総裁

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

総裁

理事（５人）

監事

理事（５人）

副総裁

理事（５人）

監事

監事

未公表のため記載せず

副総裁

未公表のため記載せず

総裁 未公表のため記載せず

総裁

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

副総裁

16,110千円

81,557千円

22,944千円

支　給　年　度

備考
（注１）　役員は、非常勤を含む。
（注２）　ガイドラインに基づく給与水準公表資料に記載されている額を記載。
　　　　　ただし、１６年度以前は、ガイドラインに基づく給与水準の公表が行われていないので財務諸表の附属明細
　　　　　書に記載されている額を記載。

139,638千円

143,429千円

報　　酬　　年　　額役　　　職　　　名

理事（５人）

15,501千円監事

総裁

未公表のため記載せず

未公表のため記載せず

23,144千円

監事

総裁

84,880千円

副総裁

理事（５人）

役　　員　　の　　給　　与　　総　　額

支　給　年　度

167,558千円

145,528千円

役　　員　　個　　人　　別　　の　　給　　与　　年　　額

141,737千円

136,112千円

報　　酬　　総　　額

未公表のため記載せず

副総裁 18,484千円

理事（５人）



平成１９年度（４月～９月までの６カ月分）

監事 7,222千円

39,955千円理事（５人）

監事

備考
（注１）平成１７、１８年度はガイドラインに基づく給与水準公表資料に記載されている額を記載。
（注２）平成１９年度はガイドラインに基づき算出した当該月数までの額を記載。

13,130千円

総裁 11,521千円

副総裁 9,230千円



５ 役員氏名等
（平成１９年４月１日現在）

公務員
経験

特殊法人
等役員経
験

就任年月日 就任時年齢

常勤・非常勤 有給・無給

○ － H15.10.11 60歳

非常勤 無給

非常勤 有給

非常勤 無給

非常勤 有給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 有給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

○ ○ H17.12.26 61歳

非常勤 無給

非常勤 無給

経済財政諮問会議　グローバル化改革専門調査会

都市と農山漁村の共生・対流推進会議

特定非営利法人健康医療開発機構 顧問

専門委員

財団法人　都市農山漁村交流活性化機構 理事長

財団法人　食品産業センター

日中産学官交流機構 理事

総裁髙木　勇樹

昭和41年農林省入省
　大臣官房長、食糧庁長官、事務次官
平成13年1月5日　　退職
平成14年1月15日　（株)農林中金総合研究所理事長
平成15年10月      退職

社団法人　先端技術産業調査会 理事

農林水産省生産局畜産部　飼料問題懇談会

社団法人　大日本水産会

参与

相談役

副議長

運営委員

評議員

東京大学大学院農学生命科学研究科・農学部　運営諮問会議 委員

東京海洋大学水産産学連携協力会 理事

東アジア共同体評議会

社団法人　日本経済調査協議会

氏　　　　　名

経　　　　　　　　　　　　　歴

兼　　　　職　　　　先 役　職　名

役　職　名

財団法人　農林水産長期金融協会

委員

評議員

国際農業ジャーナリスト連盟（IFAJ)

浜中　秀一郎 副総裁

実行委員

昭和43年大蔵省入省
　大臣官房審議官、国際金融局次長、会計センター所長兼財政金融研究所長、金融監督庁次長
平成13年1月5日　　退職
平成13年2月16日　　国際協力銀行理事　退職年月　平成14年9月1日
平成14年9月24日　　在ポルトガル日本国大使館特命全権大使
平成17年12月9日　 退職

七公庫健康保険組合

財団法人　日本不動産研究所 評議員

特定非営利法人日本プロ農業総合支援機構 副理事長

｢食材の寺子屋」運営委員会 委員

理事長



－ － H17.4.1 60歳

非常勤 有給

非常勤 無給

非常勤 有給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 有給

－ － H17.7.19 57歳

－ －

○ － H17.8.2 58歳

非常勤 無給

－ － H18.4.1 57歳

非常勤 無給

非常勤 無給

－ － H19.4.1 56歳

－ －

○ ○ H18.4.1 58歳

非常勤 有給

６　退職金支給総額等 引き続き調査中

農林水産省　中山間地域等総合対策検討会 委員

日本食育学会 理事

村田　泰夫 理事

森林セラピー研究会 幹事

財政制度等審議会　たばこ事業等分科会 委員

朝日新聞社　編集委員　平成17年1月　退職

伊藤忠商事㈱　審議役　平成17年7月18日　退職

－ －

国際日本文化研究センター 共同研究員

明治大学 客員教授

三木　邦夫 理事

松本　敏夫 理事

農林漁業保険審査会 委員

坂野　雅敏 理事

昭和45年農林省入省
　農林水産技術会議事務局研究総務官、大臣官房審議官、大臣官房技術総括審議官
平成17年7月19日　退職

財団法人　全国土地改良資金協会 理事

財団法人　農村地域工業導入促進センター 評議員

福浦　久雄 理事

農林漁業金融公庫　経営改革部長　平成18年3月31日　退職

農林漁業金融公庫　融資業務部長　平成19年3月31日　退職

－

備考
（注１）報酬年額、退職金については個人情報のため記載せず。
（注２）経歴欄の年月日については、把握している範囲で記載。

西田　等 監事

昭和45年大蔵省入省
　東北財務局長、大臣官房付、アジア開発銀行研究所総務部長
平成12年6月30日　退職
平成12年8月1日　公営企業金融公庫理事　退職年月　平成14年6月30日
平成14年7月　ビックカメラ㈱専務取締役
平成17年10月㈱エム・ファクトリー顧問　退職年月　把握していない

学習院大学 非常勤講師

－



13 特殊法人から他の法人等への出向職員数等

1年
未満

１～
２年
未満

２～
３年
未満

３～
４年
未満

４年
以上

対象人数

13人 2人 8人 3人 0人 0人 国 8人

2人 0人 0人 2人 0人 0人 地方団体 0人

3人 1人 1人 1人 0人 0人 特殊法人 1人

1人 0人 1人 0人 0人 0人 認可法人 0人

11人 2人 4人 3人 1人 1人 公益法人 0人

3人 0人 2人 1人 0人 0人 民間等 0人

13人 1人 6人 6人 0人 0人 国 3人

2人 0人 2人 0人 0人 0人 地方団体 1人

1人 0人 1人 0人 0人 0人 特殊法人 0人

1人 0人 0人 1人 0人 0人 認可法人 0人

9人 0人 2人 5人 1人 1人 公益法人 0人

3人 1人 1人 1人 0人 0人 民間等 0人

14人 2人 6人 6人 0人 0人 国 7人

2人 0人 0人 2人 0人 0人 地方団体 0人

2人 1人 0人 1人 0人 0人 特殊法人 1人

7人 1人 2人 3人 1人 0人 公益法人 0人

3人 0人 2人 1人 0人 0人 民間等 0人

11人 1人 4人 6人 0人 0人 国 3人

2人 0人 2人 0人 0人 0人 地方団体 1人

1人 0人 0人 1人 0人 0人 特殊法人 0人

7人 2人 1人 3人 1人 0人 公益法人 0人

7人 3人 4人 0人 0人 0人 民間等 0人

10人 3人 5人 2人 0人 0人 国 7人

2人 0人 0人 2人 0人 0人 地方団体 0人

2人 1人 0人 1人 0人 0人 特殊法人 1人

5人 0人 4人 0人 1人 0人 公益法人 0人

10人 2人 5人 3人 0人 0人 民間等 0人

10人 4人 2人 4人 0人 0人 国 4人

1人 0人 1人 0人 0人 0人 独立行政法人 0人

1人 0人 1人 0人 0人 0人 特殊法人 1人

6人 0人 4人 2人 0人 0人 公益法人 0人

11人 3人 7人 1人 0人 0人 民間等 0人

平成１４年度

経過年数

出向先の区分

出向者の給与について補填している場合

補　　填　　総　　額
出向職員数

平成１３年度 24,329,698円

18,881,119円

平成１５年度 28,034,122円

平成１６年度 17,327,319円

平成１７年度 23,012,112円

平成１８年度 16,850,967円



5人 0人 3人 2人 0人 0人 国 3人

1人 0人 1人 0人 0人 0人 独立行政法人 0人

2人 1人 0人 1人 0人 0人 特殊法人 1人

7人 4人 0人 3人 0人 0人 公益法人 0人

15人 11人 4人 0人 0人 0人 民間等 0人

備考
　当公庫では、出向職員の復帰後に補填を行っていることから、「補填総額」欄には当年度復帰職員にかかる補填
合計額を記載した。

１４　平成１８年度における支出の概要 引き続き調査中

１５　行政組織から特殊法人への再就職 引き続き調査中

１６　特殊法人から他の法人への再就職 引き続き調査中

平成１９年度（４月～９
月までの６カ月分）

11,231,975円



15 行政組織から特殊法人への再就職

（平成19年4月1日現在）

4人

総裁 髙木　勇樹 平成15年10月 農林水産事務次官

理事 坂野　雅敏 平成17年8月 農林水産省大臣官房技術総括審議官

副総裁 浜中　秀一郎 平成17年12月
外務省在ポルトガル日本国大使館特命
全権大使

監事 西田　等 平成18年4月 大蔵省大臣官房付

１６　特殊法人から他の法人への再就職 引き続き調査中

備考
（注）法人で把握している範囲で記載した。

備考
（注）法人で把握している範囲で記載した。

国の行政組織からの再就職者数

特殊法人への再
就職年月

国の行政組織での最終役職名特殊法人での役職名 氏　　　名
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